
 

 

 

 

平成２９年１０月１１日 

総 務 局 

 

平成２９年３月末に応急仮設住宅の供与が終了となった 

福島県からの避難者に対するアンケート調査の結果について 

 

 

東日本大震災から６年半が経過し、被災地における復興の取組や避難者の生活再建に向け

た取組が進む一方で、都内には未だ５千人以上の方が避難生活を続けています。 

このような中で、都では、本年３月末までに応急仮設住宅の供与が終了となった福島県か

らの避難者（いわゆる「自主避難者」）を対象に、初めてアンケート調査を実施しました。 

このたび、下記の通り、調査結果をまとめましたので、お知らせいたします。 
 
 
 

記 

 

１ 実施概要 
  
（１）調査期間 

平成２９年７月３１日～平成２９年８月１５日 
 

（２）調査目的 

応急仮設住宅を退去された福島県からの避難者の生活環境の変化等を把握し、関係機関に

おいて情報共有し、今後の生活再建に向けた効果的な支援へつなげるため 
 
（３）調査対象  

福島県からの避難者５７０世帯 

※平成 29 年 3 月末までに応急仮設住宅の供与が終了となった福島県からの避難者（平成 28 年 4 月 1

日時点で都が提供する応急仮設住宅に居住していた 629 世帯）のうち、応急仮設住宅を退去した世

帯で郵送が可能な世帯 
 
（４）調査方法 

郵送・無記名自記式 
 
（５）調査内容 

転居先や生活の状況、意識の変化や今後の生活の見通し、求めている行政サービスなど  
 
（６）回答数 

１７２件 (回答率：３０．２％) 
 
（７）その他 

  ・アンケート調査に都内避難者相談拠点の案内リーフレットを同封 

  ・福島県職員からの連絡を希望する方は、住所氏名等を記入いただき、同県へ情報提供 

  



 

 

  
 

２ 調査結果のポイント   
 

・応急仮設住宅退去後、引き続き都内にお住まいの世帯が約７割と多く、うち３月末までと同

一の区市町村にお住まいの世帯が約６割であった。 

・都内在住の世帯は、「東京に住み続けたい」との回答が約６割で、都内での定住を希望する方

が多い。 

・「避難の長期化による心身の影響」については、都内在住の世帯は、福島県に帰還された世帯

（福島県在住）と比べて、「とても感じる」「やや感じる」との回答の割合が多い。 

・福島県在住の世帯は、「被災者・避難者という意識の変化」について、「あまり意識しなくな

った」との回答が６割以上であった。 

・「連絡や相談相手」については、都内在住、福島県在住の世帯のいずれも「家族・親戚」が最

も多いものの、都内在住は「誰もいない」という回答も１割強あった。 

・「必要と感じる支援」については、世帯主 30歳代以下は「子育て支援」が約５割と高く、同

70 歳代以上は「高齢者支援」が約５割、「地域でのコミュニティ参加支援」が約４分の１と

なっており、世代により異なる。 

・自由意見では、「感謝の言葉」が全体の１割強で最も多く、中でも福島県在住の世帯のうち約

２割の方から、避難先での支援に対する「感謝の言葉」が寄せられた。 

 

 

３ 今後の対応 
  

・調査結果については、避難者の生活再建を支援するため、福島県や都内区市町村、福祉機関

等と情報共有するほか、希望者に対しては、福島県と連携して連絡等を行っていく。 

 ・都では、引き続き、都内避難者に対する「定期便」を戸別送付するほか、都内避難者相談拠

点において、避難者の悩み事に対してきめ細かに対応していく。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

総務局復興支援対策部都内避難者支援課 

電話 ０３－５３８８－２３８４  



 

 

 

アンケート調査結果（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 応急仮設住宅退去後の現在のお住まいは、引き続き東京都にお住まいの方が 67％、福島

県に戻られた方が 26％、その他の府県に転居された方が 6％だった。 
（※以下、それぞれ「都内在住」、「福島県在住」、「その他の府県在住」とする） 

 

○ 都内在住者は、平成 29年３月までにお住まいの区市町村と同一である方が６割超であ

った。また、賃貸(公営)にお住まいの方が約６割だった。 
 

○ 世帯月収（税込・非課税所得を含む）が 20万円未満の世帯が過半数を占めている。 

月額賃料は、５万円未満の世帯が過半数を占める。 

現在のお住まいの都道府県 
旧住所との関係 

（引き続き東京都にお住まいの方） 

住居形態 

（引き続き東京都にお住まいの方） 

現在の生活について 

n=115（単数回答） n=172（単数回答） n=115（単数回答） 

月額賃料 世帯月収 世帯代表者の年齢 

東京都 

66.9% 

福島県 

26.2% 

6.4% 

 0.6% 

その他の府県 

不明 

同一区

市町村 

64.3% 

異なる区

市町村 

21.7% 

不明 

13.9% 

賃貸

（公営） 

60.0% 

賃貸

（民間） 

32.2% 

7.0% 
0.9% 

本人・家族所有 
不明 

５万円 

未満 

52.8% 

５万円～

１０万円

未満 

36.0% 

１０万円

以上 

9.6% 

不明 

1.6% 

n=172（単数回答） n=125（単数回答） n=172（単数回答） 

8.7% 

5～10万円 

未満 

13.4% 

10～20万

円未満 

30.2% 

20～30万

円未満 

25.6% 

30～40万

円未満 

10.5% 

40万円以上 

 8.1% 

不明 3.5% 5万円未満 ３０歳未満 

3.5% 

３０歳代 

11.6% 

４０歳代 

20.3% 
５０歳代 

25.6% 

６０歳代 

18.0% 

７０歳代 

15.7% 

８０歳代 

4.1% 

９０歳以上 

1.2% 

とても感じる 

37.4 

とても感じる 

28.9 

とても感じる 

54.5 

やや感じる 

29.6 

やや感じる 

20.0 

やや感じる 

36.4 

どちらでもない 

16.5 

どちらでもない 

26.7 

9.1 

10.4 

あまり感じない 

17.8 

 6.1 

全く感じない 2.2 

不明 

4.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

どちらでもない 

あまり感じない 全く感じない 

○ 都内在住者及びその他の府県在住者は、福島県在住者と比べ心身の影響を感じるとした割合が多い。 

「とても感じる」又は「やや感じる」とした方が多い。 

避難の長期化による心身の影響について （Ｑ４(１)） （単数回答） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 都内在住者は、「都内に住み続けたい」とした方が５割超であった。 

○ 都内在住者の６割近くが「以前より意識するようになった」又は「以前と同じくらい意識して

いる」と回答したのに対し、福島県在住者は、６割以上が「意識しなくなった」と回答した。 

○ 連絡や相談する相手は、「家族・親戚」とした方が都内在住者、福島県在住者ともに多い。 

今後の生活の見通しについて （Ｑ４(３)） 

被災者・避難者という意識の変化について （Ｑ４(２)） 

連絡や相談する相手について （Ｑ５） 

（単数回答） 

（単数回答） 

（複数回答） 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

福島県に戻っており住み続けたい 82.2 

まだ決められない 27.3 都内に住み続けたい 36.4 

都内に住み続けたい 56.5 

他の道府県に居住したい 18.2 

まだ決められない 30.4 

まだ決められない 6.7 

福島県内にいずれ戻りたい 9.1 

不明 9.1 

他の道府県に居住したい 8.9 

福島県内にいずれ戻りたい 12.2 

他の道府県に居住したい 0.9 

71.3 

18.3 

32.2 

8.7 

3.5 

5.2 

2.6 

16.5 

84.4 

40.0 

20.0 

6.7 

2.2 

2.2 

4.4 

4.4 

81.8 

27.3 

9.1 

0.0 

0.0 

0.0 

9.1 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

家族・親戚 

同郷の知人・友人 

都内に住む知人・友人 

職場の同僚 

復興支援員など行政関係者 

社会福祉士等の専門家 

その他 

誰もいない 

都内在住 n=115 

福島在住 n=45 

その他の府県在住 n=11 

％ 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

以前より意識する 27.3 

以前より意識する 20.0 

以前より意識する 

12.2 
以前と同じくらい意識する 45.2 

以前と同じくらい意識する 36.4 

以前と同じくらい意識 11.1 

あまり意識しなくなった 36.5 

あまり意識しなくなった 62.2 

あまり意識しなくなった 27.3 

以前から意識していない 5.2 

以前から意識していない6.7 

不明9.1 

不明 0.9 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 必要と感じる支援は、子育て支援や高齢者支援など、年代により異なる。 

・30歳代以下「子育て支援（育児・就学・進学等）」(50.0%) 

・70歳代以上「高齢者支援」(50.0%)、「地域でのコミュニティ参加支援」(25.0%) 

 

 

必要と感じる支援について （Ｑ７） （複数回答） 

23.1 

19.2 

3.8 

26.9 

50.0 

7.7 

0.0 

7.7 

7.7 

31.4 

25.7 

2.9 

22.9 

25.7 

14.3 

5.7 

14.3 

20.0 

18.2 

11.4 

9.1 

25.0 

13.6 

4.5 

9.1 

22.7 

11.4 

19.4 

16.1 

29.0 

12.9 

9.7 

19.4 

6.5 

16.1 

19.4 

19.4 

27.8 

50.0 

5.6 

2.8 

5.6 

25.0 

11.1 

8.3 

0 10 20 30 40 50 60

生活福祉資金等 

各種貸付 

各種相談窓口 

高齢者支援 

就労支援 

子育て支援 

（育児・就学・進学等） 

ひとり親家庭等への支援 

地域でのコミュニティ 

参加支援 

その他 

不要 

% 

30歳代以下  n=26 

40歳代      n=35 

50歳代      n=44 

60歳代      n=31 

70歳代以上   n=36 


